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The dynamics and structure of global immigrant cities:
A case study of New York and Frankfurt am Main
HIGASHI, Julie・SHINDO, Shuichi
Both New York City and Frankfurt am Main are international financial centers, heavily 
integrated into the expansion of the global economy. The disparity between the rich and 
poor and the diverse backgrounds of the residents characterize these two global cities. This 
paper is a sociological and comparative analysis of these two cities to reveal the 
multiplicity and complexity of the immigrant societies in metropolitan New York and 
Frankfurt am Main. City governments are struggling to cope with the influx of 
transnational and immigrant workers, arriving within and outside of the United States 
and Germany, respectively. So as to maintain economic and social stability, city 
governments, immigrant networks, and private sectors have institutionalized ways to 
incorporate the new arrivals into the political landscape of metropolitan New York and 
Frankfurt am Main. 


































































































































ニ市長（在任期間 1994 年～ 2001 年）、そして後任者のマイケル・ブルームバーグ市長（在任






















は 2010 国勢調査や移民政策についての情報や、例えば 2010 年 9 月 16 日付けの El Diario La 
Prensaにはニューヨーク市の予備選挙にエクアドル出身のフランシスコ・モヤ氏がクィーズ
の地区協議会（39 区）で勝利したことを報じている 19）。El Diario は 1913 年に設立された新
聞社であり、地元ニューヨーク市の記事だけではなく、ラテン・アメリカ諸国のニュースを報
じるセクション、Nuestros Paisesとともに、米国内の政治、経済、スポーツのセクションも

















ニューヨーク市立大学（City University of New York, 以下 CUNY）は、米国で最大規模の
都市型大学である。二年生大学のコミュニティカレッジ（ニューヨーク市内の公立高校卒業生
なら全員が入学を保障されている）が 6校、四年制大学が 11 校、大学院が 4校、その他を合
わせて全 23 の教育機関を運営している。2007 年には市内の大学生の 54%、大学院生の 46%が









































250 万 2000 人 /ドイツ全人口 8190 万人）27）。第二次世界大戦後の「経済の奇跡」により大量
の労働者を必要とした当時の西ドイツが諸外国と募集協定 Anwerbevertragを締結して外国人
労働者の確保に乗り出したのが 1955 年（イタリアと協定締結）、トルコとの協定締結がその 6
年後の 1961 年である。すなわち、2011 年はトルコとの協定締結 50 周年という節目の年にあた
る。この間の（西）ドイツにおける外国人政策をライスラントは① 1955-73 年：外国人労働者
の募集、② 1973-79 年：募集停止と外国人労働者の定住化（家族のドイツへの呼び寄せ）、③
1979-80 年：さまざまな統合計画の時期、④ 1981-1990 年：外国人政策の転換期、⑤ 1991-98 年：
移民国としての現実承認期、⑥ 1998-2004 年：移民国としてのドイツか？国籍と移民法、と時
代区分する 28）。ライスラントの分析は 2004 年で終わっているが、筆者なりにそれ以後の 6年
間を特徴づけるとすれば、「移民国としての現実への直面と不安」とでもなろうか。1999 年の





受けて 2006・07年には政府主導の統合サミット Integrationsgipfelが開催され 30）、第二回サミッ
トではメルケル首相により「国民統合計画」Der nationale Integrationsplanが提示された。








































トーは 18 世紀初頭には長さ 330 メートル、幅 3メートル路地を両側からはさんだ細長い敷地
























まず同市を第一居住所としている外国人住民の数であるが 43）、1997 年の 184,705 名（EU以
外の出身者 69.5%=128,376 人）、2001 年の 171,174 人（EU以外の出身者 68.1%=116,520 人）、
2005 年の 168,146 名（EU以外の出身者 66.8%=112,271 人）、2009 年の 163,256 人（EU以外の
出身者 64.5%=105,245 人）と漸減している 44）。2009 年のデータでは、外国人住民のうち、18
歳以下が 18,835 人、EU以外の出身者 12,719 人である。つまり、18 歳以下だけで見ると、外
国人住民のなかに EU以外の出身者がしめる割合は 67.5%であり、若年層の非 EU圏出身者が
多いことがわかる 45）。また、18 歳以上の市民で見れば、計 144,421 名の外国人市民のうち、ト
ルコ 17,9%（25,887 人）、イタリア 8,2%（11,821 人）、クロアチア 7,4%（10,686 人）、ポーラン
ド 5,9%（8,550 人）、セルビア 5,8%（8,362 人）、ギリシア 3,7%（5,407 人）、モロッコ 3,6%（5,269
名）、ボスニア・ヘルツェゴヴィナ 3,0%（4,362 人）という分布である 46）。新生児で見てみると、
2008 年に出生した 7,194 人のうち、両親がドイツ人の新生児は 2,397 人（33,3%）、母がドイツ人、
父が外国人という新生児が 1,922 人（26,7%）、父がドイツ人、母が外国人という新生児は 1,206
人（16,7%）、両親とも外国人というケースが 1,025 人（14,2%）であった 47）。すなわち、両親
のうち一人以上が外国人である新生児は 4,153 人（57,7%）にものぼるのである。なお、最新
の動向（2010 年 6 月 30 日時点）では、外国人住民の割合は 24,5%（167,723 人 /684,562 人）で
ある 48）。
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住民の地理的分布についてはやや古い 2004 年のデータでしか示すことができないが、外国
人住民が占める割合が高いのは中央駅地区 Bahnhofsviertel＝ 60,6%（2,449 人中 1,483 人）、
市中心部 Innenstadt＝ 46,9%（6,296 人中 2,995 人）、グートロイト地区 Gutleutviertel＝
48,3%（5,351 人中 2,586 人）、ガルス地区 Gallusviertel＝ 44,1%（24,634 人中 10,875 人）であ
る。これらの地区はすべて市中心部と中央駅周辺である。逆に外国人住民の割合が低いのは、
ハールハイムHarheim＝ 10,3%（3,730 人中 385 人）、カルバッハ Kalbach＝ 13,3%（5,751 人
中 767 人）、ベルゲン・エンクハイム Bergen-Enkheim＝ 14,6%（16,661 人中 2,428 人）、ベル





から 5,2%であると推測されている 50）。フランクフルト市では 1987 年の国勢調査ではじめて宗






（FES GmbH）では 32 カ国の出身者が労働に従事している 52）。また、職業資格の面で不利な
状況におかれている外国人住民は、自営業を営むことが多い。2003 年の調査によれば、ドイツ
には 286,000 人の外国人自営業者がいたことがわかっている 53）。フランクフルト市の 2008 年
の統計を例に取れば、11,532 件の自営業者の起業があり、そのうち 5,970 件が外国人住民によ
るものである。その内訳はポーランド人 1,610 件、ブルガリア人 1,126 件、ルーマニア人 717 件、








か。2005 年以後、ベルリン 57）やハンブルク 58）などドイツの諸都市は次々と統合へ向けての計
画を打ち出した。フランクフルト市議会も、2008 年 7 月 5 日に統合案改善決議をおこない、あ
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らたな状況への取り組みを開始した。フランクフルト市の外国人統合政策は、ドイツの中でもっ



























フランクフルト市は 2008 年の統合改革案決議後、2009 年 9 月に統合局長エスカンダリ＝グ
リューンベルクがあたらしい統合案の草案を発表、2010 年 3 月までこの草案をめぐる意見交換
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および新しい統合案については、現在調査中のため、その検討は次稿に譲りたい。
おわりに
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